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３．インド政府に確認した要請調査内容 

    

Development Study on Development Study on Development Study on Development Study on     

Water Quality Management PlanWater Quality Management PlanWater Quality Management PlanWater Quality Management Plan    

for Ganga Riverfor Ganga Riverfor Ganga Riverfor Ganga River    

 

１．１．１．１．ObjectivesObjectivesObjectivesObjectives    ofofofof    thethethethe    StudyStudyStudyStudy    

To formulate the Master Plan for water quality management for River Ganga, 

To formulate feasibility study on wastewater treatment, sewerage and drainage system / river water quality 

monitoring system, and 

To carry out technology transfer to the counterpart personnel in the course of the study and seminar. 

 

２．２．２．２．TargetTargetTargetTarget        

Pollution Abatement of river Ganga to achieve “B” Class (Bathing Class), the designated best use of the 

river. 

 

３．３．３．３．ScopeScopeScopeScope    
 3.1 Phase 1 

Inventory Study 

An overall survey and observation to create inventory of wastewater and river water quality 

throughout the whole Ganga basin 

 3.2 Phase 2 
  3.2.1 River Pollution Load Analysis 

An analysis on the mechanism of river pollution, targeting to identify the critical areas in Ganga 

River 
  3.2.2 Water Quality Management Plan 

Core Schemes 
     - Sewerage and drainage  
     - Wastewater treatment 
     - Solid Waste Management 
     - Industrial Waste Management 
     - Water Quality Monitoring 

Non-core Schemes 
     - Low Cost Sanitation 
     - Development of bathing ghats 
     - Crematoria 
     - Afforestation/Plantation 
     - Public Participation & Awareness 
     - Institutional strengthening/capacity building/training 
 
 3.3 Phase 3 Feasibility Study 
   - Sewerage and wastewater treatment facilities 
   - Drainage facilities 
   - Solid Waste Management 
   - Water quality monitoring systems 
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４．４．４．４．StudyStudyStudyStudy    AreaAreaAreaArea 

The whole Ganga River basin, focusing on Kanpur, Allahabad, Varanasi and Lucknow    
    
５．５．５．５．TimeTimeTimeTime    PeriodPeriodPeriodPeriod    
2-3 years 
    
６．６．６．６．JustificationJustificationJustificationJustification        
 6.1 Needs of Water Quality Management Plan 

There is no comprehensive and integrated Water Quality Management Plan available for these 4 towns 

covering the schemes mentioned above, which have a direct impact on the environmental conditions 

in these towns and the river water quality. 

 
 6.2 Needs of Feasibility Study  

About 75% of the pollution to the river is caused from domestic wastewater, with the remaining from 

industrial pollution.  Thus, feasibility study is necessary to prepare high priority projects for pollution 

abatement which would then be posed for funding to JBIC/JICA and if need be to other donors. 

 
 6.3 Focusing on the four cities (Varanasi, Allahabad, Lucknow, Kanpur) 

The amount of wastewater generated in the four cities is around 1170 million litres per day, whereas 
the total amount of wastewater generated in all the cities along Ganga river and towns along Gomti 
River is 1819 MLD, which reveals that more than 60% of wastewater that runs into Ganga and Gomti 
river is generated in the four cities. 
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４．協議議事録 

    

インド国ガンジス河汚染対策流域管理計画予備調査の議事録 

 

日時：2002年３月15日（金）９：30～10：30 

場所：JICAインド事務所会議室 

面談者： 

JICAインド事務所側：酒井所長、島田所員 

調査団側：中島団長、山内副団長、稲岡団員、新井田団員、田島団員、松江団員 

 

議事 

 １．現地調査期間中のスケジュールの確認と調整を行う。 

 ２．中島団長より、先の政策協議折にUSAIDがガンジス河の汚水処理プロジエクトを計画したが問

題になり、中止した経緯があるとの事情を入手した。したがって、その内容をヒアリングする必

要がある旨の指摘があった。 

 ３．また、援助窓口について、Mr.Sharmaに頼って物事を進めること是非について議論が出たがそ

の点を確認し議事を進める必要がある旨のコメントがあった。これに対し、酒井所長より、本日

の午後の会議には、インド側よりMr.Sharmaのほかに援助窓口のKehr次官補が出席されるので問

題がない旨の発言があった。 

 ４．酒井所長より、本案件の内容はヤムナ河プランに似た内容になると思われる旨の説明があった。 

 ５．山内副団長より、インド国の円借款の案件が詰まっているのでその点を見極め調査する必要が

ある旨のコメントがあった。 

 ６．アヨージャ地域での紛争の概要及び本件調査団の現地踏査との関連について酒井所長より説明

があり、訪問予定先には変更がない旨の確認がなされた。また島田所員より、バラナシ訪問時に

はビシュワナート寺院には近づかないよう指示があった。 

以 上 

 

日時：2002年３月15日（金）11：00～12：30 

場所：JBICインド事務所会議室 

面談者： 

JBICインド事務所側：辻所長、田中所員 

調査団側：中島団長、山内副団長、稲岡団員、新井田団員、田島団員、松江団員 

JICAインド事務所：酒井所長、島田所員 
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議題 

 中島団長より、ヤムナ河プロジェクトの概要についての説明依頼に対し、辻所長より下記の説明

があった。概要は以下のとおり。 

 

 (1) プロジェクトの内容 

 ヤムナ河の沿川の15都市を対象にプロジェクトを実施している。内容は、下記のとおり。 

  ① 28か所の下水処理場の整備（USP方式の導入、一部下水道の整備を含む） 

  ② スラム地域の1,500か所の公衆トイレ整備 

  ③ 100か所の火葬場の改善（燃焼効率改善のための電気式あるいは高床式の導入） 

  ④ 河川浄化のためのパブリックなキャンペーン活動（NGOを雇用し各市の行政府と協力し、子

供や女性を対象にモビライズする） 

    1993年にLoan Agreementが締結され、2002年３月でほぼ終了の予定。 

 

 (2) ヤムナ河の今後の課題 

  ① 下水道の補強・拡張について、Delhiを含めて他の都市においても下水処理場及び下水道が不

足し、あっても下水道は老朽化しているので不完全な下水道網を整備・拡張する必要がある。 

  ② 生活排水以外の汚染源対策について、生活排水以外の汚染源としては工場排水、農業排水、

畜産排水、廃棄物処理施設からの浸出水等がある。これらについても対策が必要である。また、

ゴミ処理も不十分であり、ゴミについては衛生処分場がない等の問題もある。 

    JBICとしては、ローンを付けて対処したい。 

    一方で、最高裁の判決（命令）として2003年までにガンガ河を浄化せよとの判決が出ている。 

    インド国第10次国家５か年計画では全国の河川の浄化を掲げている。ヤムナ河浄化対策は地

域住民を巻き込んで行った方が効果的である。また、SustainabilityとReplicabilityが重要である。 

  ③ 維持管理について、今後の課題としては、a)下水処理場のO/M、b)公衆トイレのO/Mの課題

がある。a)については完成後、市に移管し更に民間に移管しO/MすることになっているがO/M

費用をいかに捻出するかが課題となっている。現在、各市の財政改善を検討するためにアグラ

市をモデルに財政状況を調査中である。b)の課題については、ローカルのNGOが管理している

が地元のCBOに依頼するのがベターと判断し、CBOの参入に不利の調達方法を改善し、コミュ

ニティー参加を促進する。なお、設置位置については住民参加によって決定するのがよい。 

 

 (3) ヤムナアクションプランの反省 

 反省としてパブリックなキャンペーンは当初から実施すべきである。パブリックキャンペーン

の方法は、プロジェクト実施当初は不明確であったのでマトーウラ市のキャンペーンをSUPIEで
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半年間かけて調査し、その調査結果を基にキャンペーン活動を展開している。 

 

 (4) 質疑応答事項 

 中島団長より、①競争入札の是非、②政府からの情報提供の可能性等についての質問に対し、

辻所長から以下のようなコメントがあった。 

  ① 競争入札の是非について、NGO等の創意ある活動を引き出す上でも競争入札は望ましい。 

  ② 政府からの情報提供の可能性について、情報の提供はWeb Siteの立ち上げにみられるように

可能であろうとの回答あり。 

  ③ プロジェクトの効果及びモニタリング結果について、山内副団長からプロジェクトの効果及

びモニタリング結果についての質問に対し、辻所長より、M/Pが詰められていなかったために

効果の検証は困難である。また、モニタリングの結果、かなり改善されているもののDelhiの下

流では現在も沐浴は不可である。 

  ④ ポスト・ヤムナアクションプランのプロジェクトについて、ポスト・ヤムナ河のプロジェク

トについては、2005年以降、新規ローンを検討することは可能である旨の発言があった。 

 

 (5) 今後の調査に対しての要望及び留意事項 

 辻所長より、下記の発言があった。 

  ① NGOsの活用について、出来るだけ、NGOやローカルコンサルタントを活用することが重要

であり、調査過程でステークホルダーを巻き込んで実施するべきである。 

  ② 河川流量管理について、水質浄化するためには下水処理場等の建設の対応では不十分と思わ

れ、希釈水を確保するために河川の水量調整を行う必要がある。 

  ③ USAIDの例について、バラナシではUSAIDがNGO「Friends of Ganga」に依頼し汚水処理をす

るためにGhatの下にパイプを敷設する計画を策定したが神聖な場所が汚れるという理由で裁判

沙汰になり計画が中断している。 

  ④ 州政府の協力について、BIHAR州は調査の協力が得られにくい。ゴムティ河はバジパイ首相

の選挙区であるため、留意する必要がある。 

  ⑤ 本件調査のスコープについて、ガンジス河は長大な河川であるので、全体の状況の把握に長

い時間をかけるよりも優先的な対処が必要と思われる。項目を絞って調査を行う方が水質に与

える効果は大きい。そのため、パッチワーク的な協力になっても致し方ない。 

以 上 

 

日時：2002年３月15日（金）16：30～18：00 

場所：Ministry of Environment and Forests402会議室 
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面談者： 

インド国側： 

 1) Adviser, Ministry of Environment and Forests; R.P. Sharma 

 2) Secretary, U. P. Government, Lucknow, Dept. of Urban Development; J.S. Mishra 

 3) Additional Director,Ministry of Environment and Forests, B.Sikka 

 4) Resident Representative, Yamuna Action Plan; Dr. Lalit K. Agrawal 

 5) Engineer, Central Pollution Control Board (CPCB);Dr. M..Sumraravadivel 

調査団側：中島団長、山内副団長、稲岡団員、新井田団員、田島団員、松江団員 

     在インド日本大使館 山根参事官 

JICAインド事務所：酒井所長、島田所員 

 

議題 

 １．冒頭、中島団長より、今回の予備調査の目的及びJICA開発調査のスキーム等について説明が行

なわれ、更に、日本側のガンジス河プロジェクトに対する現時点の理解、優先順位や目標（健康・

飲料水・農業用水）等について説明が行われた。 

 ２．これに対し、環境森林省顧問Sharma氏より、ガンジス河プロジェクトの要請経緯等について説

明が行われた。インド国側が当初、ガンジス全流域を対象とした開発調査の要請内容を修正し、

調査対象をKanpur、Lucknow、Allahabad、Varanasiの４都市に縮小した経緯及びこの４都市を選定

した理由について説明した。その理由は、ガンジス河流域においては、最も多くの人口を抱え、

生活排水・火葬場・水牛等により水質汚染が深刻化し、沐浴、飲料水の水源の水質の安全の確保

が非常に憂慮されている旨の説明があった。 

 ３．また、同氏より、プロジェクトの目標については、ガンジス河の農業用水、飲用水源、安全な

沐浴等の水量・水質の管理等多様であり、ガンジス河は国際河川でもあり、水質保全は下流にあ

るバングラデシュに対しても政治上及び経済上にも意義深いものであること。またこのプロジェ

クトを通して印日両国の友好関係を更に発展させることができる旨の説明がなされた。 

 ４．中島団長より、JICA側はM/P及びF/Sを実施したあと、インド国が資金調達についていかに考

えているかなどの質問がなされ、JICAの調査完了後、必ず資金援助が約束されたものでないこと

について理解されたい旨の説明がなされた。また、事前に関係資料を日本側に提供することにつ

いて今後の調査を進めるうえで非常に重要であるという旨の説明がなされた。これに対して、イ

ンド側はできるだけ資料を提供する旨の意思表明が行われた。なお、会議のあと、インド側から

14冊の関係資料の提供があった。加えて、インド国に対し、TORの調査内容を再検討されたい旨

の発言に対し、インド側は了解した旨の回答がなされた。また、M/P終了後、場合によってはイ

ンド国側がPre-F/Sの実施することも可能である旨の発言がなされた。 
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 ５．山内副団長からガンジス河の具体的な目標水質に関する質問に対して、一番望ましいのはA 

Classであるが、最低はB Classを目標とする旨の回答がなされた。 

 ６．最後に、Sharma氏より、Ganga Action Plan（Yamuna Action Plan, Phase-Iを含む）についてPower 

Pointを用いて説明がなされた。その内容は、投入資金額詳細、下水処理施設概要、改造した火葬

場概要、住民参加及びNGO活動等であった。 

 ７．今後の16日及び17日の現地踏査スケジュールについて日程等に意見交換が行われた。 

以 上 

 

日時：2002年３月18日（月） 10：30-11：00 

場所：在インド日本大使館 大使室 

出席者：在インド日本大使館：平林大使 児玉公使 山根参事官 金井書記官 

JICAインド事務所：酒井事務所長 松元職員 奥沢企画調査員 

予備調査団：中島団長 山内副団長 稲岡団員 新井田団員 田島団員 松江団員 

 

 冒頭当方中島団長より本件予備調査の目的・概要の説明及び３月16～17日のバラナシ・アラハバー

ドの現地踏査の報告を行い、続いて平林大使より本件調査の実施方針についてコメントがあった。概

要以下のとおり。 

 

<中島団長からの説明事項> 

 バラナシ及びアラハバードへの現地踏査において、ガンジス川がいかにインド人の生活と密着し

ており、インド人にとって重要な川であるかを実感した。ガンジス川は流域面積76万km2、河川延

長2525kmの長大かつ大規模な河川であるということから、流域すべてについて綿密な調査を行うこ

とは不可能である。このため、本件調査方針については、東京に持ち帰り関係省庁とも検討を行う

必要がある事項ではあるものの、限りある投入（M/M）を考慮すると、①安全な沐浴、及び飲料水

の水質確保のためのガンジス河の水質改善にかかるM/P（基礎調査）②印側より要請のあった４都

市（バラナシ、アラハバード、ラクナウ、カンプール）の下水処理計画等に対象を絞り込んだF/S

調査になるのではないかと考えている。 

 

<平林大使からのコメント> 

  1) 本案件の重要性 

 昨年12月の小泉首相とバジパイ首相の対談時に、小泉首相に対し、ガンジス河のプロジェクト

は、インド国民の心の琴線に触れる案件であり、今後の日印関係及び印国民の対日感情に対して

大きな影響をもつ旨、説明を行っている。このため、本件調査については、従来の開発調査と比
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して政治的な重要性は別格と言ってもよく、通常の扱いはそぐわない旨、留意願いたい。具体的

な事項は以下のとおり。 

  2) 他案件との関係 

 個人的な意見ではあるが、通常の開発調査として位置付け調査の規模を縮小するくらいならば

本件調査が終了するまで、本使の在任中は印国の開発調査案件を本件以外ゼロにしてよいと思っ

ている。それだけ本件調査は重要でとの認識であるので開発協力課においても十分配慮願いたい

  3) 事業化 

 単なるM/Pの策定でとどまるのではなく、必ず事業化できるよう、有償課などとも綿密に連携

を図って欲しい。円借案件としての優先度も高く、重要案件であるアジャンダイローラ（フェー

ズ１）を止めても本件の事業化を進めるべきと思料する。また、策定計画のすべてをJBICの円借

款で賄うことが困難であれば、WB・ADBなどにも働きかけ、資金目処をつけることも必要であ

る。なお、開発調査で対応できないのであればヤムナアクションプランのようにJBICが直接事業

実施することも検討すべきであろう。 

  4) 調査計画 

 ガンジス河の汚染は年々進行しており、M/P策定、及び事業化までに時間をかけるべきではな

い。最優先と思われるプロジェクトについては、M/P策定のための基礎調査と同時並行でF/Sを

行うなど、特例的な調査実施方法を検討して欲しい。 

  5) 日本に要請が来たことの意義 

 本件調査のような内容の要請が旧宗主国であるイギリスではなく、日本に来たということには

日本が仏教国であるという背景がある。ブッダはヒンズーの９番目の神であり、インド人にとっ

て仏教徒の日本人は兄弟との認識がある。ヒンズー教にとって聖地であるバラナシ及びアラハバ

ードなどの都市のM/Pをキリスト教国には頼まず、日本に要請して来ているという状況を考慮す

ると、本件調査は今後の日印関係の象徴となりうる案件であり、しかもすべての印国民の心に響

く案件である。先述のとおり、通常通りの開発調査案件としては決して扱うことのないよう、く

れぐれも留意願いたい。 

以 上 

 

日時：2002年３月18日（月）11：00～11：30 

場所：Ministry of Finance48-D会議室 

面談者： 

インド国側：Director, Ministry of Finance, Mr..D.M.Mulay（代理Ms.      ） 

調査団側：中島団長、山内副団長、稲岡団員、新井田団員、田島団員、松江団員、 

     在インド日本大使館 山根参事官 
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JICAインド事務所：酒井所長、島田所員 

 

議題 

 冒頭、中島団長より、今回の予備調査の経緯及び目的等について説明が行われた。 

 更に開発調査を実施する場合には、Exchange of Noteの交換が必要であること。またこの調査は

広範な関係機関（省庁）に及ぶことからこれらの機関についてのコーデネーションの協力依頼がな

された。 

以 上 

 

日時：2002年３月21日（金）14：30～15：20 

場所：Planning Commission 110会議室 

面談者： 

インド国側：Member of Planning Commission, Government of India; Dr. D.N.Tiwari 

調査団側：中島団長、山内副団長、稲岡団員、新井田団員、田島団員、松江団員 

在インド日本大使館：児玉公使、山根参事官 

JICAインド事務所：酒井所長、松元所員、奥沢企画調査員 

 

 冒頭、中嶋団長より、今回予備調査の目的・概要団について説明を行い、続いて意見交換を行った。

概要は以下の通り。 

 

 １．ティワリ氏から、ガンジス河に関連し、第10次国家５か年計画（2002-2006）についての説明

があった。その国家計画の中では貧困解消、識字率の改善等について11の主要な評価目標を掲げ

ており、その目標のひとつに2007年までに汚濁河川の浄化を掲げている。具体的には2007年まで

にガンジス河及びその主要な支流の水質を飲料水に用いる水質レベルまで改善することである

旨の発言があった。 

 ２．その計画の実施にあたって日本の援助を期待しており、援助を受ける場合はインド国側からの

資金を投入を行なうことを考えていること。また本調査に対して計画委員会は全力でサポートす

る旨の発言があった。調査を進めるにあたっては各地方自治体のChairman達は権力があるので、

彼らとコンタクトした方が良いとのコメントがあった。 

 ３．調査流域範囲については、U.P.州以外に、貧しいBihar州に観光客を誘致し州の経済を活性化さ

せるためにも、調査範囲にBihar州も含められたい旨のコメントがあった。また調査内容に関し、

ガンジス河の水利用の面からも検討すべきというコメントがあった。 

 ４．導入する技術は、インドの伝統及び国情に適した技術を導入すべきであり、伝統技術と最新技
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術を組み合わせた適正技術、例えば、植生浄化等の自然浄化システム、の導入を検討されたい旨

が発言があった。これに対して、中島団長からJBICのYamuna河プロジェクトではインドの国情を

考慮し、処理技術を選択した経験もある故、本調査においてもその点については十分に配慮する

旨の回答がなされた。 

 ５．加えてティワリ氏から調査にあたっては、ガンジス河の汚染源のひとつとして動物に由来する

汚濁源が多いので、これについても留意されたい旨のコメントがあった。 

 ６．またティワリ氏から国家計画等の３資料の提供があった。 

以 上 

 

日時：2002年３月21日（木）９：30～10：00 

場所：JBICインド事務所会議室 

面談者： 

JBICインド事務所側：辻所長、田中所員 

調査団側：山内副団長、稲岡団員、新井田団員、田島団員、松江団員 

JICAインド事務所：酒井所長、奥沢企画調査員 

 

議題 

 山内副団長より、この間の調査経緯及び現地調査結果の概要についての説明。内容は以下のとおり。 

 

 １．調査のスコープについて 

 調査団より、調査内容は、４都市の下水対策を中心に水質に関連した分野に絞り、河川改修等

は調査内容から除去したい旨、またスコープのつめは流域全体のインベントリー調査を行い、河

川の汚濁解析を行うなかでこれらの４都市を位置づける方向でスコープをつめたい旨の意見表

明に対し、JBIC側からも流域全体から４都市の下水対策を位置づけること、また河川全体の汚濁

解析及びゴミ処理対策を検討することは非常に重要である旨の回答があった。また、ヤムナ河プ

ロジェクトでは下水処理場のみ焦点をあてたきらいがあることの反省から支線の排水路、下水管

網（面）の整備計画についても検討すべきである旨のコメントがあった。 

 ２．ローカルコンサルタントの活用について 

 調査団から今後ローカルコンサルタントを活用したい旨の意見についてJBIC側からその可能

性は十分ある旨の回答があった。 

 ３．今後の方向について 

 JBIC側からヤムナ河プロジェクトのプロジェクト終了後、ガンジス河プロジェクトを取り上げ

ることは可能であり、この象徴的な河川を取り上げることによってインド国の河川浄化のキャン
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ペーンになればとの考えている旨のコメントがあった。 

以 上 

 

日時：2002年３月21日（金）11：00～11：30 

場所：Ministry of Environment and Forests、Mr.Sharma執務室 

面談者： 

インド国側： 

 1) Adviser, Ministry of Environment and Forests; R.P. Sharma 

 2) Additional Director,Ministry of Environment and Forests, B.Sikka 

 3) Resident Representative, Yamuna Action Plan; Dr. Lalit K. Agrawal 

調査団側：山内副団長、稲岡団員、新井田団員、田島団員、松江団員 

 

 山内副団長より、Mr.Sikka等が作成した調査スコープ案に日本側のコメントを入れた修正調査スコ

ープ（案）をMr.Sharmaに説明し、理解を求めた。Mr.Sharmaより、よく整理された内容となっており、

Excellentで、満足している旨の意見表明があった。 

 山内副団長からこの案を日本に持ち帰り検討したい旨、先方に伝えた。 

以 上 

 

日時：2002年３月21日（木）14：00～14：30 

場所：JICAインド事務所会議室 

面談者： 

JICAインド事務所：酒井所長、奥沢企画調査員 

調査団側：山内副団長、稲岡団員、新井田団員、田島団員、松江団員 

 

議題 

 山内副団長より、この間の調査経緯、現地調査結果の概要、今後の方向性についての説明。酒井

所長より、この内容については了解した旨の回答があった。 

以 上 

 

日時：2002年３月21日（金）16：00～17：00 

場所：在インド日本大使館会議室 

面談者： 

在インド日本大使館側：児玉公使、山根参事官 
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調査団側：山内副団長、稲岡団員、新井田団員、田島団員、松江団員 

JICAインド事務所：酒井所長 

 

議題 

 山内副団長より、インド国「ガンジス河汚染対策流域管理計画調査」に係る予備調査団報告をも

とに現地調査結果の概要及び今後の方向性についての説明。質疑の内容は以下のとおり。 

 

 １．報告の内容について 

 山根参事官より社会文化的配慮については、留意事項の第一に取り上げるべき課題ではないと

思われ、後段で触れるのが望ましい旨、また、この調査に関し、他ドナーの動向を把握すること

は重要であるが他ドナーと連携することについては日本にとってメリットがないと思われる旨

のコメントがあった。 

 ２．今後の方向性について 

 児玉公使からの今後の方向性についての質問に対し、山内副団長より今回の調査の中で先方の

意向が確認できたので今後は、S/Wミションを送る方向で検討することになると思われる。しか

し、この点については本部及び関係省庁の理解を求めて調整することになる。また、早くても次

回のミッションの派遣時期は６月ごろになると思われる旨の発言があった。 

 ３．技術移転について 

 児玉公使より、技術移転はこの国では重要であり、このコンセプトを明確にして進めることは

より効果的であるとのコメントがあった。 

 ４．社会配慮について 

 児玉公使より、調査の実施にあたって、宗教的文化的な社会配慮については慎重に扱って頂き

たい旨、また、この点について大使館は協力支援を惜しまない旨の発言があった。 

 ５．案件の推進について 

 児玉公使より、この案件については、日印の首脳会談及び平林大使の強い意向を踏まえ、早期

に実現する方向で検討されたい旨の依頼があった。 

以 上 

 

日時：2002年３月26日（火）10：30～15：00 

場所：Central Pollution Control Board (CPCB), Room 410     

面談者 

インド国側：Senior Scientist, CPCB, MoEF, Government of India; Dr. R. C. Trivedi 

調査団側：新井田団員、田島団員、松江団員 



－166－

JICAインド事務所：奥澤専門員 

 

 環境森林省中央公害規制委員会（CPCB）の中央公害規制委員会トリビディ博士より水質モリタリ

ングの現状及び課題についてヒアリングを行った。概要は以下の通り。 

 

 １．冒頭、新井田氏より、今回調査の目的等について説明を行い、続いて松江氏より水質モニタリ

ングに関して質問表（３月25日に作成）に基づきヒアリングを行った。 

 ２．水質モニタリングの実施体制 

 水質モニタリング組織は、重層構造になっており、中央レベルはCPCB（Central Pollution Control 

Board）、州レベルは各州公害規制委員会（State Pollution Control Board）、及び市レベルは各市公

害規制委員会（Local Pollution Control Board）が存在し、それぞれ実施している。なお、その水

質モニタリングに係る費用（採取及び分析）は、環境森林省（MoEF）及び河川保全局（NRCD）

が負担している。また、工場排水の水質監視は、CPCBと各州公害規制委員会が実施している。 

 ３．水質モリタリング観測地点 

 ガンジス河に関連する水質モニタリング地点数は、ガンジス河本川及び主要支川で合計55か所

（内ガンジス河本川は27か所）であり、各水質モリタリング地点での水質目標、測定頻度、測定

項目等については別紙参考資料の通りであった。 

 ４．水質モニタリングに係る問題点 

 問題としては、予算、特に分析器機に関する維持管理予算が不足していること、分析器機の老

朽化等であるとのことであった。また、ヒアリング後、CPCB構内にある水質分析室を見学し、

分析室にある分析器機の状況・職員の人数・技術水準・分析能力等についてヒアリングを行った。 

 ５．自動水質モニタリングについて 

 今までオランダとUKの援助により、ガンジス河に７か所の自動水質モニタリングステーション

（オランダ：２か所、UK：５か所）が設置され稼働していたが現在、稼働していない。稼働して

いない主な原因は制度的組織的な問題及びO/Mコストが確保できなかったことによる。 

以 上 

 

日時：2002年３月27日（水）９：30～10：30 

場所：在インドアメリカ大使館会議室   

面談者 

USAID側： 

Director, Regional Urban Development Office for South Asia (USAID）：Mr. James Stein, 

Project Management Specialist, ditto：Mr.Alok S Dasgupta 
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調査団側：新井田団員、田島団員、松江団員 

JICAインド事務所：島田所員、奥澤専門員 

 

 島田氏より今回の調査目的について説明し、ガンジス河に係るUSAIDの活動についてヒアリングし

た。内容は以下のとおり。 

 

 １．USAIDの支援活動について 

 Mr.Jamesから、USAIDは都市開発、インフラ整備、衛生施設の整備、環境の面からガンジス河

水質浄化等について支援活動を行っている旨の説明があった。特にこの中でガンジス河の水質浄

化に関連しバラナシ市のPre-Feasibility調査について詳細な説明があった。 

 ２．バラナシ市の下水対策について 

 現在、地元のNGO（Sankat Mochan Foundation（SMF））とジョイントしてカリフォルニア州立

大学の技術支援も借り、バラナシ市下水対策計画を策定しAIWPS（Advanced Integrated Wastewater 

Pond System）処理方式を提案した。しかし技術的な問題に加え、遮集管の設置のためにガートの

改築工事を含んでおり、宗教文化的な問題で現在裁判係争中になっており実施に至っていない。 

（なお、この件についてB.Sikka（環境森林省）氏からの情報によれば、この計画は中央及び州政

府に協議なしで進められ、住民の反対に会い裁判係争中で計画は止まっているとのことであった。

また、この計画の問題点は提案されているAIWPS処理方式がインドに技術的に適していないこと

である。すなわち、AIWPS処理方式は広大な敷地（用地）を必要とし、維持管理費が高く、エネ

ルギーを多く浪費することからのインドにとって技術的な面から問題があり、かつ、州政府等に

協議なしで進められ住民の反対に会い停止状態にあるとのことであった）。 

 ３．USAIDの反省 

 USAIDの反省によれば、インド国でプロジェクトを策定する場合、技術的及び宗教文化的な面

での合意形成を住民と行うなかで計画を策定する必要がある。将来、計画を策定するためには住

民と十分協議の上計画を策定する必要があるとのコメントがあった。 

 また、USAIDからバラナシ市のガンジス河河川浄化の援助活動について資料を頂いた。 

以 上 

日時：2002年３月27日（水）16：00～17：00 

場所：在インド・オランダ大使館会議室   

面談者 

オランダ側：  

Senior Programme Officer, Urban Environment & Development：Mr. Subroto Talukdar 

調査団側：新井田団員、田島団員、松江団員 
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JICAインド事務所：島田所員、奥澤専門員 

 

 島田及び新井田氏より今回の調査目的について説明し、ガンジス河に係るオランダの援助活動につ

いてヒアリングした。内容は以下のとおり。 

 

 １．援助の経緯について 

 はじめは工業振興についてファイナンスを行っていた。その後方向を転換して環境のインフラ

の援助を行っている。 

 ２．ガンジス河に係る援助について 

 ガンジス河に係る環境援助は、KanpurとMirzapur（中小都市）の２か所の下水対策であり、ひ

とつはKanpurの工場排水を含む大都市の下水対策であり、もうひとつはMirzapur市の中小都市の

生活排水対策である。なお、後者についてはうまく行っているとのことであった。 

 ３．Kanpurの下水処理場についての援助活動 

 皮革工場の排水を含む下水処理水を農業利用している農民から下水処理水にクロムが混入して

いる点で苦情が出ており、オランダは現在、この有害物質のクロム除去にCCP方式を導入し除去

対策に努めているとのことであった。 

 ４．インド国に対する援助の考え方 

 援助にあたっては資金を中心にするのではなく技術的援助が必要と思われる。インドでは下水

処理場のO/Mコストを確保することは難しく、この課題のために市でO/Mコスト確保調査を実施

している。また、援助にあたっての共通課題は制度的組織的な問題であるとのことであった。 

以 上 

 

日時：2002年３月28日（水）10：30～11：30 

場所：在インド世界銀行会議室   

面談者 

世界銀行側： 

Senior Water Resource Specialist (The World Bank)：Mr.S. Rajagopal 

Senior Environmental Economist (The World Bank)：Ms.Smita Misra 

調査団側：新井田団員、田島団員、松江団員 

JICAインド事務所：島田所員、奥澤専門員 

 

 島田及び新井田氏より今回の調査目的について説明し、ガンジス河に係る世界銀行の援助活動につ

いてヒアリングした。内容は以下のとおり。 
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 １．ガンジス河に係る活動について 

 ガンジス河は、インド・ネパール・バングラデッシュに関わる国際河川であり、世界銀行は水

資源の適正な配分管理システムを策定するため新しいAgencyをつくるための提案づくりを行っ

ている。なお、調査対象地域は広大であるため、現在、調査対象をUP州に絞り、Gomti河をモデ

ルに選定し取り組んでいる。また、インド国の水資源利用者は多岐に渡っており、その管理実態

は非常に不明確・複雑である。 

 ２．UP州の環境情報について 

 世界銀行は、UP州の環境実態を把握するため環境レポートを作成中である。このレポートは今

年の６月完成予定であり、完成次第JICAにレポートを提供することのことであった。 

以 上 

 

日時：2002年３月27日（水）16：00～17：00 

場所：在インドDFID（Department for International Development）会議室   

面談者 

DFID側：Environmental Adviser（DFID）：Dr. Virinder Sharma 

調査団側：新井田団員、田島団員、松江団員 

JICAインド事務所：島田所員、奥澤専門員 

 

 島田氏より今回の調査目的について説明し、ガンジス河に係るDFIDの支援活動についてヒアリング

した。内容は以下のとおり。 

 

 １．現在の活動状況について 

 UP州以外の４州について環境を含んだ排気ガス対策、衛生施設の建設等に係るプロジェクトを

実施している。ガンジス河に係るプロジェクトは現在実施していない。環境援助活動については

Mr.Samiuller（環境担当）が担当しており、直接訪ねられたいとのことであった。 

 

 ２．ガンジス河に係る援助活動について 

 ガンジス河の水質モニタリング（５Monitoring Stations）について支援していたが制度組織的問

題で３年前に停止し、現在は実施していないとのことであった。 

以 上 
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３．協議議事録 

 

在インド日本大使館表敬 

９月24日（火）11：00～12：00 

日本大使館会議室 

日本大使館：児玉公使、小林参事官 

JICAインド事務所：武次長、飯島職員、奥澤専門家 

調査団：干山団長、中島団員、村上団員、横田（敏）団員、篠田団員、間宮団員、横田（義）団員、

稲岡 

 

小林参事官：ガンジス河の汚染を改善するということは、多岐広範囲にわたり、困難が予想されるが、

インド側との協議の中で整理をして日本にできる最大の調査を行って欲しい。 

児玉公使：先週経済協力ミッションが日本から来ており、ちょうどヤムナアクションプランのPhase

２がこれから開始されようとしている。ヤムナアクションプランの反省として、とりあえずやりや

すいところから始めてしまったため、首都デリーの1300万人の生活排水がいまだ未処理のままとな

ってしまっていることがあげられる。 

 インドにとって、河川浄化は重大目標となっている。今年度第10次５か年計画が実施されようとし

ているが、そのなかで、「2007年までに主要河川の浄化を実現する」との目標を掲げている。 

 

本案件の重要性について 

 開発調査が両国の首相のblessingを受けて開始されるということは過去に例がなく、日印協力の

歴史の中でも大きな意味をもつ案件である。 

 

インド・パキスタン紛争について 

 ５月末から６月初旬にかけて、かなりの緊迫状態となり、在インド邦人約2000人のうち８～９割

が海外非難する事態となった。アメリカの仲裁により６月中旬には緊張状態が緩和され、外務省の

危険情報も「注意喚起」に下げられた。現在ジャム・カシミール地方において総選挙を行っており、

９月16日に第１回の選挙が行われ、９月24日に第２回の選挙が行われた。この結果を受けて和平対

話が再開されることとなっているが、インド側が和平対話実現の条件として３つのことをあげてい

る。 

  ・LOC（Line of Control）を越えたmilitantの侵入が終わること 

  ・パキスタン側の国境付近にある、テロリストのトレーニングキャンプが解体されること。 

  ・カシミールの選挙が安全かつ公正に行われること 

 今後も情勢を注視していく必要がある。 
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環境森林省との調整方法について 

 JICAとJBICなどが連携してプロジェクトを実施していくなかで、インド側のコンタクトパーソン

などが明瞭でないことがヤムナアクションプランの時にはあった。 

 大使館が責任を持って整理・調整を行う。 

 

********************************************************************************    

DEA（Dept. of Economic Affairs）表敬 

９月24日（火）12：00～12：40 

Mr. Seth 執務室 

DEA：Ajay Seth, Director Ministry of Finance, Dept. of Economic Affairs North Block 

JICAインド事務所：武次長、飯島職員、奥澤専門家 

調査団：干山団長、中島団員、村上団員、横田（敏）団員、篠田団員、間宮団員、横田（義）団員、

稲岡 

 

調査スケジュールについて 

 開発調査がS/W原案の２年で終わった後に融資先を探して実際に事業が実施されるのは早くで

も３年後くらいになると、時間がかかり過ぎるという印象があり、早期に実施できるよう調査行程

を工夫して欲しい。具体的には、調査の最終段階（24か月後）に４都市のF/Sが提出される、との

予定となっているが、１都市について先にF/Sを行い、６か月後にその成果を受けて先に事業化を

進めていくというようなスケジューリングは技術的に可能であるか検討して欲しい。今後の河川保

全局との協議の中で可能性を探っていくこととした。 

 

******************************************************************************** 

MoEF Joint Secretary 表敬 

９月24日（火） 

環境森林省：Rajeev Kher; Joint Secretary of India, Ms Archana Joshi; Director, Ms Sandeep Poasad, Mr. 

Bina Bahri 

JICAインド事務所：武次長、飯島職員、奥澤専門家 

調査団：干山団長、中島団員、村上団員、横田（敏）団員、篠田団員、間宮団員、横田（義）団員、

稲岡 

 

スコープについて 

 本件調査は廃棄物対策などの分野をスコープに入れていないのか？ 
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 もともとインド人口の42％の人間しかトイレへのアクセスができていない。下水道整備だけでは

最下層の国民は裨益しないことになる。 

 

省庁間の調整について 

 NRCDは環境森林省の下にある実施団体であり、他の関連省庁との調整は基本的にNRCDが責任

を持って調整を行うことになっている。ただし、実施団体であるがためにうまく調整できていない

ようなことがあれば、Kher氏に言えば環境森林省の責任において調整を行う。 

 

********************************************************************************    

National River Conservation Directorate表敬 

９月24日（火） 

環境森林省国家河川保全局：Mr. R. P. Sharma, Dr. Sikka, Mr. S. K. Singh 

JICAインド事務所：武次長、飯島職員、奥澤専門家 

調査団：干山団長、中島団員、村上団員、横田（敏）団員、篠田団員、間宮団員、横田（義）団員、

稲岡 

 

流量などのデータの提供について 

 S/Wの署名が終わった段階で、手続きを行い、15～20日でデータが提供される。ただしその前に、

このデータが他の目的には使用されない旨団長名での署名が必要となる。報告書の中のデータの公

開、非公開については、最終報告書が提出された段階で再度検討を行う。 

 

施設視察について 

 既に運営されているデリー近辺の下水処理場の視察を10月１日の午前中に行う。 

 

報告書について 

 最終報告書の中のF/Sは、そのまま例えばJBICの要請に出せられるもの、JBICが必要としている

情報を網羅した内容にしてほしい。 

 

******************************************************************************** 

場所：Ministry of Environment and Forests（MoEF）、402会議室 

日時：2002年９月25日午前10：00～11：00 

面談者：Mr. R.P.Sharma, Dr. Sikka, Mr. S.K.Singh, 水質モニタ担当者 

日本大使館：小林参事官 
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JICAインド事務所：奥澤企画調査員、飯島職員 

調査団：干山団長、中島団員、村上団員、横田（敏）団員、篠田団員、稲岡団員、間宮団員、横田（義）

団員 

 

１．社会開発調査についての説明 

 稲岡団員よりJICA社会開発調査についての説明が行われた。 

 

２．本件調査スコープについて 

 干山団長より本件調査の目的、目標年次、調査スコープについての考えが説明された。特に、調

査団としては、あくまでLiquid Wasteを対象とした範囲の調査であり、固形廃棄物（Solid Waste）

については調査対象として含まない方針であることの説明がなされた。 

 これに対し、MoEF側より、これまでのGAPでは、主に、遮集管、ダイバージョンと処理場の建

設が主であったが、今後のプロジェクトでは、これらに加え、internal sewer（支線管渠を含めた埋

設下水管路の建設）、ごみのDumping対策、スラムの便所建設などを総合的に進めるアプローチが必

要との認識に移っている。また、目に見える効果といった点からもこのようなアプローチが好まし

いと考えており、固形廃棄物対策を本格調査に含めてほしいとの要望があった。 

 この件については、バラナシ及びアラハバードの視察を通じて状況を理解してもらえると思うの

で、よく見てきてほしいとの要望があった。 

 

３．調査期間について 

 干山団長より、おおむね２年間程度の調査期間が必要になるとの説明があった。MoEF側は、マ

スタープラン調査のインベントリー調査に必要なデータは、おおむねすぐ入手可能であり、それら

を利用すれば、マスタープランの作成は６か月程度でできると考えており、プロジェクトの早期の

実施に向けた調査工程を考慮してもらいたいとの要望があった。 

 

４．目標年次について 

 マスタープランの目標年次は30年後とし、F/S対象期間を５年後（2009年）と設定するとしては

どうか。 

 

５．水質目標について 

 MoEF側の意見として、水質目標については、特にBODと大腸菌群に着目し、インド国基準によ

るClass Bの達成を目標とすることを考えていることが確認され、本格調査においてこの基準自体

の見直しについての調査・議論の必要性はないことが確認された。 
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６．インド側負担事項について 

 ① MoEF側より、負担事項のうち調査団用の事務所の提供と車両の提供については難しいのでJICA

側で用意することを考慮してもらいたい旨の要望があった。 

 ② カウンターパートについては、各都市について最低一人のカウンターパートを提供する。NRCD

がコーディネート機関としてCPCB、州政府等との調整を行うとの説明があった。 

 

******************************************************************************** 

場所：国際協力銀行（JBIC）ニューデリー駐在員事務所 

日時：2002年９月25日午後３：30～５：00 

面談者：野村主席駐在員、田中駐在員 

調査団：干山団長、中島団員、村上団員、横田（敏）団員、篠田団員、稲岡団員、間宮団員、横田（義）

団員 

 

干山団長より、本件開発調査のスコープの説明に続き、JBIC側との意見交換が行われた。 

 

１．Yamunaアクションプランの経験 

 Yamunaについては、これまでのいろいろな投資によっても、ヤムナはきれいになっていないの

ではないかとの批判がある。本件社会開発調査においても、何を目標としているかを明確にしてか

からないとならない。ガンガのどこをきれいにしたいのか（極端な話ベンガル湾河口できれいであ

ればよいのか）、そして、そのためにこれら４都市の下水道整備がなぜ必要なのかを対外的に説明

できるものにしなければならない。 

 Yamunaの場合、Yamuna川に流入するほとんどが乾期では下水となり、fresh waterが入ってこな

い。このような状況下で、経済協力として下水道整備を行うことが水質改善に一番有効なのかいう

疑問に答えるのに苦慮している。 

 

２．GAPとのかかわり、 

 GAPの大部分は、インド側がやらなければならないことである。各都市の下水道整備に関しては、

特にGAPと関連させなくとも、都市基盤整備としての必要性から融資案件として取り上げることも

可能である。しかし、GAPという大きな目標を掲げる以上、この目標に対し日本側ができる投資効

果の最も高いものが下水道整備であると説明できることが必要である。 

 

３．維持管理上の問題 

 下水道施設の建設は、州政府のJal Nigamが所管し、完成後の施設の運転維持管理は、地方公共
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団体に移管することが憲法で規定されている。しかし、地方公共団体側では、施設の移管の受け入

れ準備ができていないのが実態である。州政府からの維持管理の予算の手当ても当てにならないと

ころがあり、JBICとしても後付けでアグラ市をモデルに財務計画を立てたりしている。維持管理費

の確保など財務面の検討も必要である。 

 

４．社会面の配慮 

 高床式・電気式の火葬場を作ったが住民になかなか受け入れられなかった経緯がある。しかし、

宗教的なNGOを活用し、住民への説明を行うなどの方法によって解決の糸口がみつかりつつある。

本件開発調査が、川岸のスラム地区からのし尿の対策のための便所建設や火葬場などの整備も含む

計画となるのであれば、計画段階からstakeholderを入れるなど、NGOの活用も考慮し社会面に十分

配慮をした計画を策定する必要がある。 

 

******************************************************************************** 

バラナシ・コミッショナー表敬 

日時９月26日（木）16：40～17：30 

面談者：Mr. Manoj Kumar, Er. Devendra Pal Sharma, Er. A. K. Vishwas, Er. A. K. Singh 

日本大使館：小林参事官 

JICAインド事務所：飯島職員、奥澤企画調査員 

調査団：干山団長、中島団員、村上団員、横田（敏）団員、篠田団員、稲岡団員、横田（義）団員、

間宮団員 

 

調査団員紹介、調査目的の説明 

 干山団長より、事前調査団員の紹介を行い、事前調査の目的について説明を行い、調査に協力を

要請した。また、質問リストを手交し、必要となるデータ・情報等の提供を求めた。 

 

コミッショナーより 

 バラナシは宗教上非常に重要な都市である。また、バラナシの文化はガンジズ河に依存しており、

ガンジス河の環境対策は非常に重要である。人口の増加とともに、市の下水道整備、道路ネットワ

ークの整備等は不可欠かつ緊急性のある課題である。下水道については、新規のインフラストラク

チャーの追加がどうしても必要である。また、固形廃棄物対策、衛生施設整備も急務となっている。

ゴミについては、適正な収集システムの確立、処分場が必要となっている、また、バイオガスの利用、

焼却設備等についても考慮する必要がある。市では開発マスタープランを策定しており、その目標年

度は2011年としている。また、SARNATH地域の開発、リバーフロント地域の開発も考慮している。 
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******************************************************************************** 

アラハバード市長表敬 

日時：９月27日（金）11：00～12：30 

面談者：Mr. R. K. Tewpathane, Mr. R. K. Sharma, Mr. Kaushal Kishore, Mr. Guta Bisnas, Mr. Jai Krishna 

Sharens, Mr. M C. Sivartara, Mr. P. N. Shukla, Mr. V. N. Dube, Mr. A. K. Srivastawa, Mr. R. B. 

Singh, Mr. N. D. Jripalhi, Mr. Y. K. Dube, Mr. S.C. Pankaj 

日本大使館：小林参事官 

JICAインド事務所：飯島職員、奥澤企画調査員 

調査団：干山団長、中島団員、村上団員、横田（敏）団員、篠田団員、間宮団員、横田（義）団員、

稲岡団員 

 

調査団員紹介、調査目的の説明 

 干山団長より、事前調査団員の紹介を行い、事前調査の目的について説明を行い、調査に協力を

要請した。また、質問リストを手交し、必要となるデータ・情報等の提供を求めた。 

 

アラハバード市より 

 アラハバードはヤムナ河とガンジス河が合流する地点であり、宗教上非常に重要であり、インド

国内はもとより、世界中からヒンズー教徒が集まる場所である。アラハバードの下水道システムは

その整備状況がまだまだ遅れており、普及率は面積で40％、人口ベースで35％に留まっている。唯

一の処理場は60MLDの能力があるが、市全体の汚水量は210MLDと見積もられており、多くの下水

が処理されずにヤムナ川あるいは、ガンジス河に流出している。処理場からの処理水はすべて、処

理場の近傍の農場で灌漑用水として利用されており、処理場から河川への流出はない状態である。 

 

NGO・Careからの説明 

 Careはアラハバード市内に８か所の事務所を設け20人のスタッフで主にスラムの開発を行うプ

ロジェクトを実施している。プロジェクトはAction for Slum Dwellers Reproductive Health, Allahabad

という名称である。スラムにおけるコミュニティーの組織化を行い、様々な活動を行っている。JICA

には、そのスコープに衛生施設整備が含まれることを希望する。 

 

固形廃棄物処理について 

 アメリカ合衆国の援助により、アメリカ合衆国の会社が固形廃棄物の中でも家庭から排出される

ゴミに限って収集し、バイオガスを改修して発電を行う計画を策定した。 
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******************************************************************************** 

アラハバード・コミッショナー表敬 

日時：９月27日（金）15：30～16：00 

面談者：Dr. Arum Kumar, Mr. R. K. Tewpathane, Mr. R. K. Sharma, Mr. Kaushal Kishore, Mr. Guta Bisnas, 

Mr. Jai Krishna Sharens, Mr. M C. Sivartara, Mr. P. N. Shukla, Mr. V. N. Dube, Mr. A. K. 

Srivastawa, Mr. R. B. Singh, Mr. N. D. Jripalhi, Mr. Y. K. Dube, Mr. S.C. Pankaj 

日本大使館：小林参事官 

JICAインド事務所：飯島職員、奥澤企画調査員 

調査団：干山団長、中島団員、村上団員、横田（敏）団員、篠田団員、稲岡団員、横田（義）団員、

間宮団員 

 

調査目的の説明 

 干山団長より、事前調査の目的について説明を行い、調査に協力を要請した。また、質問リスト

を手交し、必要となるデータ・情報等の提供を求めた。 

 

コミッショナーより 

 JICAの下水道にかかわる調査については非常に期待しており、速やかに事業実施につながること

を期待している。アラハバードは人口が増加しており、この下水道整備は急務である。必要となる

データ・情報等の収集については、関係者が協力するように手配を行う。 

 

******************************************************************************** 

場所：DFID会議室 

日時：2002年９月30日午前10：45～11：45 

面談者：Mr. Debashish Bhattacharjee 

調査団：干山団長、間宮団員、横田（義）団員 

JICAインド事務所：飯島職員 

 

１．DfIDの活動について 

 DfIDのインド国における現在の活動の主要なテーマとして、貧困緩和と州レベルのリフォーム・

オリエンテイションの二点に重点を置いている。 

 

２．本件調査との関連 

 本件調査の対象エリアであるLucknow市において、DfIDはGAPに関連した支援を行っていたが、
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インド国中央政府側の方針がガンジス河の水質改善に焦点を置いたアプローチであるのに対し、

DfIDは、スラムの改善など貧困対策により重点を置いたアプローチであり両者の考えにギャップが

あることから、その後の支援は行われていないとのことである。 

 

 ADBの融資によるカルカッタの事例では、下水処理場が建設されたが、市の衛生問題は解決され

ていない。処理場建設以外にも、low cost sewageや、オンサイトーオフサイト処理の組み合わせ、

low cost sanitationなどの、コストエフェクティブなアプローチが必要だったのではとの批判がある。 

 

 現在は、エンド・ユーザからのニーズを得て進めるアプローチにより、コスト・エフェクティヴ

な衛生問題解決のためスラム改善計画を支援している。本調査の対象エリアでは、Allahabad市にお

けるスラム対策をCare Internationalを通して行っている。 

 

３．その他 

 その他、ウエストベンガル州での飲料水の砒素対策の必要性、インフラ整備の前にInstitutional

のReform（制度的改革）が必要という点について言及された。 

 

******************************************************************************** 

NRCDとS/WおよびM/Mに関する協議 

日時：９月30日（月）15：00～17：00 

面談者：Mr. Sharma, Mr. Sikka 

日本大使館：小林参事官 

JICAインド事務所：飯島職員 

調査団：干山団長、中島団員、村上団員、稲岡団員、間宮団員 

 

干山団長： 

 固形廃棄物に関しては、本調査に含めないことを検討している。固形廃棄物対策として、他のJICA

のスキーム（Overseas Development Study）の可能性もある。しかし、ビジビリティーという観点

からランドスケープの改善、特にガートの整備を本調査に含まれるパイロットプロジェクトとして

考えているがどうか。 

 

Mr. Sharma： 

 固形廃棄物対策を本調査に含めないことについては、これ以上この問題が原因で調査開始が遅延

することは受け入れられないので、理解をしている。是非、他のスキーム（例えば団長の説明した、
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Overseas Development Study）の可能性を是非検討されたい。また、本調査の一部で、パイロット

プロジェクトしてガートの整備を実施するという考えは非常に良いと思う。ガートの整備としては

ガートのランドスケーピング改善、照明設備整備、シャワー及びトイレの整備を含めて貰いたい。 

 

干山団長： 

 調査期間が24か月間にわたり、それまですべての都市の実施が始められないという理由から、イ

ンド側よりひとつの都市を選定して先行して実施につなげたいという考えがあったが、これについ

てはどうか。 

 

Mr. Sharma： 

 １都市先行の考え方は是非進めて貰いたい。選定する１都市はバラナシが良いと思う。その理由

は宗教上最も重要な都市であること、アラハバードも宗教上重要であるが、アラハバードよりも汚

染が深刻であること等である。また、政治的な理由でバラナシを選んだわけではない。しかし、調

査の中で、バラナシを先行都市として選定するには、そのジャスティフィケーションが必要である。 

 

Mr. Sharma： 

 ビジビリティーの一環として、日本におけるSQBR（西原環境グループのパンフレットにあるも

の）等のパイロットプラントを既存処理場に設置し、日本の技術の紹介をしてほしい。設備能力は

0.5～1.0MLD程度のもので構わない。また、これからの発生汚泥を焼却してレンガを作る設備をあ

わせて設置して貰いたい。 

 

中島団員： 

 どのようなパイロットプラントを希望しているのか、その仕様をまとめてもらいたい。また、ガ

ート整備についても、その仕様をまとめてもらいたい。さらに、概算見積を併せてお願いしたい。 

 

Mr. Sharma： 

 了解した。 

 

間宮： 

 パイロットプラントの導入については、今後JICAで検討することとなるが、もし導入が決定され

た場合でも、現地の状況等を考慮して、必ずしもインド側が提示しているSQBR方式のプラントと

なるとは限らないことは理解して頂きたい。また、ガート整備については、日本側調査団はまった

く経験がなく、宗教上センシティブな問題も含んでいることから、計画・設計はローカルコンサル



－201－

タントが主体となると考えられる。よって、概算見積を作成する際には、これらローカルコンサル

タント・フィーも含んだ形で作成をお願いしたい。 

 

中島団員： 

 仕様及びこの概算見積については、是非コンサルタント団員が帰国する10月16日以前に団員に手

交できるように手配をお願いしたい。 

 

Mr. Shikka： 

 努力する。 

 

Mr. Sharma： 

 河川流量及び水質を計測するポータブルタイプのADCPを調査に導入し、カウンターパートと調

査作業を共同で行うことにより、技術移転をお願いしたい。これにより得られたデータは本調査で

行われる水質解析モデルの基礎データとなると考える。 

 

干山団長： 

 予算上の制約もあることから、即答はできないが、日本に持ち帰り検討を行う。 

 

Mr. Sharma： 

 本調査のスコープにCapacity Buiding, Public Awarenessに関する項目をを含めて貰いたい。 

 

干山団長： 

 問題はないと考える。具体的な記述方法は明日SWを詰める段階で協議したい。 

 

******************************************************************************** 

場所：Centre for Science and Environment 

日時：2002年９月30日15：30～17：30 

面談者：Dr. Manoj Nadkarni 

調査団：篠田団員、横田（敏）団員、横田（義）団員 

JICAインド事務所：奥澤企画調査員 

 

１．CSEの活動について 

 インド国における14の主要河川の汚濁に関する報告書を発表している。水と環境に関するThe 
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Citizen’s Fifth Reportが出版され広く評価されている。このなかにGAPやYAPの分析も含まれてい

る。執筆を担当した人は、現在、NGO（Sankat Mochan）に移ったとのことである。近々、The Citizen’s 

Sixth Reportが発行されるとのことである。また、殺虫剤や農薬汚染に関連した報告書など多くの

リサーチや出版活動をしている。 

 

２．GAPの評価について 

 GAPの評価として、以下の４つの問題点が指摘された。 

  ・停電が多いにもかかわらず電力供給状況が十分考慮されていない。 

  ・トレーニングがなされていないことによるマンパワーの不足。 

  ・コストリカバリーが考慮されていない。 

  ・組織・制度的な複雑さ。 

 

３．下水道整備について 

 インド国の主要河川の汚濁の90％は下水によるものであり、汚濁対策として下水がプライオリテ

ィーであることは疑いない。しかしながら、整備手法について、必ずしも集中型の下水道整備だけ

でなく、分散型（decentralization）の整備も有効ではないのかとの考えが示された。具体的には、

小口径下水道（スモール・ボアシステム）、コンドミニアル下水道やエコ・サニテイションなど様々

な分散型のオプションを考慮した計画の策定が必要との考えが示された。特に、スラムなど、戸別

に既存下水道への接続が難しいところでは、このような分散型が有効と考える。また、財務的に住

民が負担できることも十分考慮しなければならない。 

 調査団から、このような分散システムは他の国でも試みられた事例もあり、なぜインド国でこう

した事例がないのかとの質問に、建設コストが低いがために逆に事業としての魅力を感じないので

あろうとの批判があった。 

 

４．水質データについて 

 CSEが引用している水質データはほとんどがCPCBによるものである。公的検査機関としては、

CPCBが最も分析能力が高いと思われるが、Central Water CommissionやCSE自身にもラボラトリー

があるとのことである。 

 

******************************************************************************** 

NRCDとS/W及びM/Mに関する協議 

日時：10月１日（火）14：50～17：30 

面談者：Mr. Sharma, Mr. Sikka, Mr. S. K. Singh 
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JICAインド事務所：飯島職員 

調査団：干山団長、稲岡団員、横田（義）団員､間宮団員 

 

 10月３日予定されているS/W及びM/Mの署名文書の最終的な、文章の調整。協議内容、結果は署名

済みS/W、M/Mのとおり。 

 

******************************************************************************** 

JICAインド事務所 

日時：10月１日（火）14：50～17：30 

JICAインド事務所：武次長、飯島職員、奥澤企画調査員 

調査団：干山団長、中島団員、村上団員、横田（敏）団員、篠田団員、稲岡団員、横田（義）団員、

間宮団員 

 

 武次長より技術協力プロジェクトである、「ガンジズ河汚染関連の緊急を要する浄化対策に係る技

術移転」についての説明及び、調査団との意見交換。 

 

 干山団長より、在外基礎調査（旧：在外開発調査）についての説明及び本案件にかかわる固形廃棄

物対策に関する説明及び意見交換。 

 

******************************************************************************** 

JICAインド事務所 

日時：10月３日（木）９：00～10：30 

JICAインド事務所：酒井所長、飯島職員 

調査団：干山団長、稲岡団員、横田（義）団員、間宮団員 

 

 干山団長より本案件に含めることを検討する、モデルプロジェクト並びにパイロットプロジェクト

について説明があった。酒井所長よりパイロットプロジェクトについて、今後その規模及び時期につ

いて詰める必要があるとの意見が出された。 

 

 また、干山団長より固形廃棄物については、在外基礎調査における対応の可能性があることが説明

された。このスキームを利用し、４都市全体の基礎調査を行い、基礎的なデータの収集及びその整備

を行うこと、既存のスタディの調査・レビュー、現状の把握等をローカルコンサルタントを利用して

行うことが可能ではないかと意見が述べられた。 
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 酒井所長より、一方では社会開発調査を実施し、固形廃棄物については、在外基礎調査というのは

インド側に混乱を来たさないか、あるいは固形廃棄物にかんして、現実的に融資要請に耐えうるF/S

レベルのものが在外基礎調査で策定することが可能であるのかとの質問がなされた。これに対して干

山団長より、ゴミに関しては現地における社会問題が深く係っており、ローカルコンサルタントの利

用が有効であること、ローカルコンサルタントにおいてもF/Sを策定することは可能であり、融資に

結びつけることは問題無いと考えるとの意見が出された。 

 

******************************************************************************** 

在インド日本大使館 

日時：10月３日（木）14：30～15：10 

在インド日本大使館：児玉公司、小林参事官 

JICAインド事務所：酒井所長、飯島職員 

調査団：干山団長、中島団員、村上団員、横田（敏）団員、篠田団員、稲岡団員、横田（義）団員、

間宮団員 

 

 干山団長よりS/W、M/Mの署名が無事に完了した旨の報告があった。児玉公司よりパイロットプロ

ジェクトに見られるビジビリティーに関する意見はインド側より出されたものかとの質問に対し、干

山団長より、インド側から具体的な内容まで詳細なパイロットプロジェクトの要望はなかったが、日

本の援助が早期に実施されていることを目に見える形で表現することを要望されたので、このパイロ

ットプロジェクトについて検討を行うこととなった。 

 

 公司より、インド側が日本に援助を求めるその理由はどんなものなのかとの質問について、干山団

長より、バナラシにはサルナート等の日本の仏教のオリジンであることもあり、宗教的なつながりが

強いことも要因にあげられるとの説明があった。 

 

******************************************************************************** 

JBICインド事務所 

日時：10月３日（木）15：45～16：30 

JBICインド事務所：野村主席駐在員、田中駐在員 

JICAインド事務所：酒井所長、飯島職員 

調査団：干山団長、中島団員、村上団員、横田（敏）団員、稲岡団員、横田（義）団員、間宮団員 
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干山団長 

 今回はスコープを絞り込むために、また、ゴミに関する問題の現状が明らかにされていないこと

から、インド側より要請のあった固形廃棄物については調査に含めないこととなった。しかし、今

後ローカルコンサルタントを利用した在外基礎調査による調査の可能性を検討しているところで

あるが、ローカルコンサルタントが作成してF/Sで融資申請が可能であるかご意見を伺いたい。 

 

野村主席駐在員 

 問題はないと考えられる。しかし、技術的な問題、JBIC環境ガイドライン（地下水汚染対策を含

む）がクリアされている必要があることに注意を要する。インドのゴミに関しては多くの社会問題

（スカベンジャー、リサイクル、料金徴収等）が関連しており、ローカルコンサルタントの活用は

望ましいことかも知れない。 

 

干山団長 

 インド側からの強い要望で、プロジェクトの内一部分をモデルプロジェクトとして先行して実施

に移すことの可能性について検討を行う予定であるが、一部分を先行させて融資要請を行うことは

可能であるか。 

 

野村主席駐在員 

 インド側の実施手続き（環境関連の諸手続き）に時間が掛かるので、ひとつのプロジェクトだけ

少し先行させることについて、どの程度効果があるのか疑問ではあるが、先行して融資申請を行う

事は可能である。手順としては下記のとおり 

2003年11月：円借款要請 

2004年２月～３月：F/Sドラフト提出（コストはともかくプロジェクトの実施方針が重要） 

2004年４月：円借款審査ミッション来インド 

2004年度中にL/A締結 

となり最速で2004年度円借款になる可能性もある。しかしそのためにはインド側が作成するプロジ

ェクトロングリストに当該プロジェクトが含まれている必要があり、もちろん2003年の円借款申請

リストに含まれている必要がある。また、融資金額の問題から、プロジェクト一部先行させ、切り

分けることは有効であると思う。しかし、ガンジス河の汚染対策というより、当面目の前の汚濁負

荷を削減するという位置づけの方がスムーズであると思う。 

 

田中駐在員 

 固形廃棄物についてであるが、ソフトとハードの連携が重要であると考える。インド側にソフト
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の知見の蓄積はあるが、ハード・技術の面で日本の援助が期待されると思う。 

 

******************************************************************************** 

ラクナウ市、UP Jal Nigam, Jal Sansthan 

場所：UP Jal Nigam研修所会議室 

日時：10月８日（火）11：40～15：00 

面談者： 

UP Jal Nigam：Mr. R. C. Asthana, Mr. N. C. Gupta, Er. G M. P. Choudhary 

UP Jal Sansthan：Mr. Rashid Ahmad, 他職員約20名 

調査団：横田（義）団員、間宮団員 

 

 横田（義）団員より、事前調査の目的について説明を行い、調査に協力を要請した。デリーNRCD

より既に調査団の用意した質問表はラクナウ関係者に届いており、UPJN及びJal Sansthan Lucknowに

よりその回答がまとめられていた。おおむね希望していたデータは揃っていたが、下水道施設（管渠）

の図面等については、50年以上前に敷設された経緯もあり残されていないことが判明した。 

 

 また、ラクナウ市の下水道計画については、1997年DFIDが策定した2021年までのマスタープラン

があり、その計画のなかで２か所の処理場が計画されているが、既にひとつの処理場については2002

年12月には竣工する予定である。もう１か所の処理場については土地収用手続きが進行中であり、か

なり具体的に計画は実施に移行している状況である。 

 

 CCTVによる既存下水道管渠の調査は前述のDFIDマスタープラン策定の際にほとんどの下水幹線

で実施されており、36kmの調査に約１年を要したとの事である。その結果に基づいて一部管渠にお

いてリハビリが行われ、さらにGOAP PhaseⅡにも更に一部管渠のリハビリが含まれている計画とな

っている。 

 

******************************************************************************** 

Industrial Toxicology Reserch Centre 

日時：10月８日（火）15：30～17：00 

面談者：Mr. Prahlad K. Seth, Er. K. K. Gupta, Dr. Jai Rau Behari, Dr. Krishna Gobal 

調査団：横田（義）団員、間宮団員 

 

 横田（義）団員より、事前調査の目的について説明を行い、本格調査時おけるITRCの協力の可能
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性について打診を行った。水質分析、モニタリングについてITRCはインド全国において広く経験を

蓄積しており、要請があればJICA調査に協力を行うことは全く問題ないとのことであった。その後、

水質分析室において分析機器等を視察した。 

 

******************************************************************************** 

カンプール、UP Jal Nigam､ Jal Sansthan 

場所：UP Jal Nigam研修所会議室 

日時：10月10日（木）14：30～18：00 

面談者： 

UP Jal Nigam：Mr. K. K. Agrawal, Mr. Shravan Kumar, Mr. Santosh K. Srivastava  

UP Jal Sansthan：Ds. Dangwal, Mr. A. K. Shukla 

CPCB：Mr. R. K Singh 

PPCU：Mr. F. U. Ramnan他職員約15名 

調査団：横田（義）団員、間宮団員 

 

 横田（義）団員より、事前調査の目的について説明を行い、調査に協力を要請した。デリーNRCD

より既に調査団の用意した質問表はカンプール関係者に届いており、UPJN及びJal Sansthanより質問

表に対する資料についてひとつずつ確認を行った。また、JICA開発調査への期待としては、まだ下水

道整備が行われていない、市の南西部についての計画を策定するとともに、それに対応する処理場

（350MLD：UPJNの計画した規模によると）に関する計画策定を期待しているとのことであった。 

 

 また、本協議には、Project Planning & Support Project（PPCU）からも参加があり、GAPのPhaseⅡ

の進捗及びPhaseⅠとの相違点等について説明があった。 

 

さらに、CPCBカンプール事務所からも参加があり、水質モニタリングデータの提供を受けた。 

 

******************************************************************************** 

ラクナウ市、UP Jal Nigam､ Jal Sansthan 

場所：UP Jal Nigam研修所会議室 

日時：10月11日（金）11：00～13：00 

面談者： 

UP Jal Nigam：Mr. P. C. Jain, Mr. N. C. Gupta, Er. G M. P. Choudhary 

ITRC：Dr. R. C. Srivastava, 他職員約10名 
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調査団：横田（義）団員、間宮団員 

 

 10月８日のラクナウにおける協議に引き続き、依頼していた追加資料を受領するとともに、UNJN

の組織、職員数等について確認を行った。また、ITRCからの参加があり、水質分析及び水質モニタ

リングについて協議を行った。 

 

******************************************************************************** 

Shriram Institute for Industrial Reserch (SIIR) 

場所：SIIR会議室 

日時：10月14日（月）10：00～11：40 

面談者： 

SIIR：Dr. R. K. Khandal, Dr. V. K. Verma, 他職員約10名 

調査団：横田（義）団員、間宮団員 

 

 JICA事前調査の目的を説明し、SIIRの業務内容について説明を求めた。説明によると、ヤムナ河の

プロジェクトにおいて、11年間にわたり水質モニタリングの経験があり、業務内容としては、水質分

析だけではなく、環境影響調査、水質モデル解析、土質調査等広く行っていることが判明した。休日

であったために分析室等内部の見学はできなかったが、広い分野で多くの経験があることが分かった

 

******************************************************************************** 

オランダ大使館 

場所：オランダ大使館会議室 

日時：10月14日（月）14：10～15：10 

面談者： 

オランダ大使館：Mr. N. Veenis 

JICAインド事務所：飯島職員 

調査団：横田（義）団員、間宮団員 

 

 まず、これまでのオランダによる援助の概要について説明を受けた。オランダは援助に関して多く

の権限（ほとんどの権限）を中央政府から現地大使館に移管したことにより、インド国内でこれまで

のように多くの案件を手がけるとこが困難となり、インドの南部３州に援助を集中させることが方針

として決定された。これにより、UP州カンプールで実施していたGAP Support Projectについても中

止の方針が打ち出されたが、途中で中止することはこれまでの投資による効果を発現できないままに
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してしまうことから、特例としてカンプールにおけるプロジェクトは実施継続となった。これが、カ

ンプールで現在インド政府による承認行為が継続中である200MLDの処理場建設のプロジェクトであ

る。オランダの援助はグラントである。このカンプールについてプロジェクト継続が決定されたが、

期限が設定されており、プロジェクトの実施は2004年12月31日まで、資金のディスバースは６か月後

の2005年６月末までとなっている。よって、この期限までにプロジェクトが完成しない場合は、オラ

ンダはカンプールに関する援助をその時点で中止するという方針である。 

 

 この期限内にカンプールのプロジェクトが完成するように、オランダ大使館よりNRCDに対して、

様々の手続きを早めるようにプレッシャーを掛けているところである。しかし、オランダ大使館が危

惧していることは、ここで日本の援助が投入され、万一当該処理場建設がオランダの設定した期限内

に終了しなくても、日本が継続して援助を行うのではないかとインド側が考えることであり、これに

よりインド側がオランダ大使館からのプレッシャーを軽視するような状況である。 

 

 また、インドにおけるプロジェクトの実施は多数の機関が関連しており、また、市・州・中央政府

の内部組織の問題、相互協力の問題等、組織的な問題が非常に深刻で、その点について十分注意する

べきであるとの助言を受けた。 

 

******************************************************************************** 

JICAインド事務所・帰国報告 

場所：JICAインド事務所所長室 

日時：10月14日（月）15：30～16：40 

面談者： 

在インド日本大使館：小林参事官 

JICAインド事務所：酒井所長、飯島職員 

調査団：横田（義）団員、間宮団員 

 

 事前調査官団員帰国後にコンサルタント団員が行った、ラクナウ並びにカンプールにおける現地調

査の結果について報告するととともに、この帰国報告の直前に実施された、オランダ大使館からのヒ

アリング内容について説明を行った。 

 酒井所長より、ラクナウにおけるゴムティ河の汚染状況が他のガンジス河沿いの３都市に比べて深

刻な状況にあることを、東京に戻ってからの会議等で、他の事前調査団員に説明するようにとの依頼

を受けた。 
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４．主要面談者リスト 

 

Ministry of Finance 

Mr. Ajay Seth 

 

Ministry of Environment and Forests (MoEF) 

Mr. A. M. Gokhale 

Mr. R.P.Sharma 

Dr. Sikka 

Mr. S.K.Singh 

 

バラナシ市 

Mr. Manoj Kumar 

Er. Devendra Pal Sharma 

Er. A. K. Vishwas 

Er. A. K. Singh 

 

アラハバー市 

Dr. Arum Kumar  

Mr. R. K. Tewpathane 

Mr. R. K. Sharma 

Mr. Kaushal Kishore 

Mr. Guta Bisnas 

Mr. Jai Krishna Sharens 

Mr. M C. Sivartara 

Mr. P. N. Shukla 

Mr. V. N. Dube 

Mr. A. K. Srivastawa 

Mr. R. B. Singh 

Mr. N. D. Jripalhi 

Mr. Y. K. Dube 

Mr. S.C. Pankaj 

 

ラクナウ市 

Mr. P. C. Jain
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Mr. R. C. Asthana 

Mr. N. C. Gupta 

Er. G M. P. Choudhary 

Mr. Rashid Ahmad 

 

カンプール市 

Mr. K. K. Agrawal 

Mr. Shravan Kumar 

Mr. Santosh K. Srivastava  

Ds. Dangwal 

Mr. A. K. Shukla 

Mr. R. K Singh 

Mr. F. U. Ramnan 

 

オランダ大使館 

Mr. N. Veenis 

 

DFID 

Mr. Debashish Bhattacharjee 

 

Industrial Toxicology Reserch Centre 

Mr. Prahlad K. Seth 

Er. K. K. Gupta 

Dr. Jai Rau Behari 

Dr. Krishna Gobal 

Dr. R. C. Srivastava 

 

Shriram Institute for Industrial Reserch (SIIR) 

Dr. R. K. Khandal 

Dr. V. K. Verma 

 

Centre for Science and Environment 

Dr. Manoj Nadkarni 
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在インド日本大使館 

児玉公司 

小林参事官 

国際協力銀行（JBIC）ニューデリー駐在員事務所 

野村主席駐在員 

田中駐在員 

 

JICAインド事務所 

酒井所長 

武次長 

飯島職員 

奥澤企画調査員 
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６．事業事前評価表 

作成日：平成14年12月18日 

作成者：社会開発調査部社会開発調査第二課 

１．対象事業名 

 インド国ガンジス河汚染対策流域管理計画調査 

２．我が国が援助することの必要性・妥当性 

 (1) 現状及び問題点 

 ガンジス河流域（760,000km2）にはインドの人口の約40％を占める３億8,000万人が住んでおり、

生活排水、工場排水等によるガンジス河及び主要な３支流（ヤムナ、ゴムディ、ダモダル）の汚染

は極めて深刻になっている。ガンジス河の水は生活用水として利用されていることから、住民への

衛生環境上の影響も重大である。 

 

 

 

 

 

 

 
 

 (2) 国家開発計画、地域開発計画、分野別計画などの計画と当該案件の整合性 

 インド政府は河川汚染対策のため1985年にガンガアクションプランに着手し、また1993年にはヤム

ナアクションプラン（当時OECF支援）及びゴムディアクションプラン（英国支援）に着手して下水処

理場建設をはじめとする各種汚染対策に取り組んでいる。当案件はこれら計画を包含するものである。 

 

 (3) 他国機関との関連事業との整合性 

 DFID：Lucknow市において、ガンガアクションプランに関連した支援を行っている。 

 オランダ政府開発援助：Kanpur市において、下水処理関連プロジェクトを実施している。（1997

年10月～2004年12月完成予定）オランダの援助計画との整合を取りつつ調査を行う。 

 

 (4) 我が国の当該への基本的援助方策との整合性 

 JICAのインド国別事業実施計画において、環境保全を重点分野の一つとしている。 

 ガンジス河の浄化は対インド援助計画における重点課題にあげられている。 

３．事業の目的 

 ガンジス河の環境悪化の原因となっている各汚染源に適切な対策が施され、ガンジス河流域の河

川水質汚染が改善する。 

４．事業の内容 

 (1) 対 象 

   a) 調査対象：Uttar Pradesh州４都市（Kanpur, Allahabad, Varanasi, Lucknow）周辺に焦点を絞った

ガンジス河流域 

   b) 技術移転の対象：環境森林省の調査参加メンバー、州政府の調査参加メンバー 

 

 (2) アウトプット 

  (a) 計画策定：河川汚染対策マスタープラン及び優先プロジェクトに対するフィージビリティスタ

ディの結果 

  (b) 技術移転の対象：水質管理技術、施設設計技術、施設運転維持管理技術 
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 (3) インプット：以下の投入による調査および技術移転の実施 

  (a) コンサルタント（分野／人数） 

 
分 野 人 数 分 野 人 数 

総 括 １ 廃棄物管理計画 １ 
河川汚濁解析 １ 汚水収集システム設計 １ 
情報システム／データベース １ 汚水処理施設設計 １ 
下水道計画 １ 組織／制度 １ 
雨水排除計画 １ 経済／財務分析 １ 
分散型処理施設計画／低コスト衛生施設計画 １ 環境配慮 １ 
河川環境改善 １ 社会配慮／衛生教育 １ 
水質分析／モニタリング計画 １ 業務調整 １ 

 

  (b) その他 

    水質調査、施設設計、住民意識調査など（ローカルコンサルタントによる） 

    技術移転セミナー、パイロットプロジェクト、研修員受入 

 

 (4) 調査費用 

 調査に要す費用：４億円（調査用資機材を含む） 

 

 (5) 調査のスケジュール 

 2003年３月～2005年２月（24か月） 

 

 (6) 実施体制 

  (a) 協力相手国実施機関名：環境森林省 河川保全局 

５．成果の目標 

 (1) 提案計画の活用目標 

 策定された計画がインド国政府の基本計画として取り入れられる。 

 資金が調達され、本計画にて策定された優先プロジェクトの施設計画が事業化される。 

 

 (2) 活用による達成目標 

  (a) 「ガンジス河の水質が水質基準“Ｂ”（BOD<３mg/L, DO>５mb/L, 大腸菌<500MPN/100ml）

を満足する」 

  (b) 「ガンジス河に未処理のまま流入する汚水の量が減少する」 

  (c) 「水質モニタリング・管理システムが確立される」 

  (d) 「水質管理技術が向上する」 

６．外部要因リスク 

 (1) 協力相手国内の事情 

  (a) 政策的要因：政権交代等による開発政策の変更による提案事業の優先度の低下 

          インドパキスタン情勢の緊迫化による外交情勢の悪化 

  (b) 行政的要因：中央と地方政府の調整の不備等 

  (c) 経済的要因：急激な経済状況の悪化に伴う計画前提条件の変化 

  (d) 社会的要因：対象地区における治安の急激な悪化、受益者ニーズの大幅な変化 



－221－

  
７．今後の評価計画 

 (1) 事後評価に用いる指標 

  (a) 活用の進捗度 

    本マスタープラン提言事項が国家開発計画に取り入れられているか 

  (b) 活用による達成目標の指標 

    水質未処理流入下水量、汚水遮集率 

 (2) 上記(a)および(b)を評価する方法およびタイミング 

   インド国環境森林省の開発計画におけるマスタープランの採否の状況の確認（2007年） 

   マスタープランで提案した個別計画の実施状況             （2010年） 
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